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Ⅰ 原子力安全対策に関すること 

 

１ 東京電力㈱福島第二原子力発電所の確実な安全対策について 

 

  東京電力㈱福島第一原子力発電所災害について、国及び東京電力㈱の責任

において一刻も早い事故収束を、引き続き、強く要望します。 

  一方、本市に隣接して立地する福島第二原子力発電所は、福島第一原子力

発電所災害の収束が不透明のなか、その再開については、当然、ありえない

ものと考えておりますが、多くの市民が不安の中での生活を余儀なくされて

おり、例えば、原子炉格納容器から燃料棒を取り出し別の場所に保管するな

ど、国及び東京電力㈱の責任において確実な安全対策を講じられるよう、強

く要望します。 

 

 

２ 原子力防災対策を重点的に充実すべき区域（EPZ）の範囲拡大について 

 

  原子力防災対策を重点的に充実すべき区域、いわゆる EPZ については、

原子力発電所より半径８～10 キロメートルの範囲で定められているところ

であります。しかしながら、このたびの福島第一原子力発電所事故におきま

しては、その範囲を超えて大きな被害を生じているという状況となっており

ます。今般、国におきましても、EPZ を定めた防災指針の見直しを行う決

定をしたと聞き及んでおり、EPZ の範囲の拡大につきましても対応してい

ただきますよう強く要望します。 
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Ⅱ その他震災復興に関すること 

 

１ 井戸などを含む小規模な給水施設の財政支援等について 

 

  中山間地域の水道事業の給水区域外において地震による住家に係る被害

のほか、水源枯渇、施設損壊等により、地域住民所有の給水施設（井戸や小

規模給水設備など）の再建が急がれるところであります。 

  施設整備については、新たな湧水等の水源調査や給水管の敷設等に多額の

経費を要すること、また、住居の点在する地区では、共同での施設整備が難

しく、個人による井戸掘削等での対応となり、多額の住民負担が生じること

となります。 

このことから、個人もしくは組合等が管理する井戸などを含め、水道事業

の給水区域外における水源の枯渇、小規模な給水施設の損壊などの復旧及び

新設に要する経費に対する財政的な支援のための補助制度の整備、さらに国

による水源枯渇の詳細な科学的原因調査や、新たな水源調査の実施を強く要

望します。 
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２ いわき市内海岸における堤防高について 

   

先般、福島県より海岸における計画堤防高（素案）が示されたところであ

りますが、当該堤防高は宮城県側を震源とする津波シミュレーショに基づき、

久之浜海岸より北側は、嵩上げされましたが、それ以外は現在の計画高と同

じ T.P.＋6.2m となっております。 

  現在、本市においては、津波被災地の復興計画を進めるにあたり、国の「減

災」の考え方を基本として、堤防の整備に加え、道路や防災緑地、避難地や

避難路の整備、ハザードマップの作成など、ハード・ソフトの施策を総動員

する多重防御による「現位置による復興」を提案しております。 

このような中、海岸堤防の嵩上げ・強化は、津波被災地区の方々にとって、

「安心して暮らし続けるための一番の関心事」となっており、「減災」を基

本とした市の復興計画に対する合意形成にも大きな影響を及ぼす重要な事

項であると認識しております。 

以上のことから、海岸堤防高につきましては、市民合意が得られる地域の

防災事情に即した柔軟な堤防高の設定や、被災前の計画高を少しでも改善し

たことが分かる“きめ細かな”堤防高の設定について要望いたします。 
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３ 再生可能エネルギー関連産業の集積等について 

 

  本市としては、「復興特区」制度等を活用し、前例のない複合災害からの

再生モデルを世界に発信していきたいと考えております。そのため、具体的

には、本市の特徴である国内有数の日照時間、60km にわたる長い海岸線や

豊富な森林資源を最大限に活用し、太陽光発電、洋上風力発電、木質バイオ

マス発電などの再生可能エネルギーの導入の推進を図ってまいりたいと考

えております。 

特に、洋上風力発電や「波力、潮流」等の海洋エネルギーによる発電など

の推進については、本市の様々な産業基盤を活用できるものと考えており、

当該研究・実証実験施設をはじめ、風力発電設備に係る国際認証機関の誘致

などによる関連産業の集積について、ご支援をお願いします。 

 

４ 国等の関係機関の設置について 

 

  平成 24 年 4 月の設置を目指し、現在、準備が進められている「原子力安

全庁（仮称）」をはじめ、放射線医療に係る研究・医療機関、国や東京電力

㈱による相談・受付窓口や損害賠償に係る和解・仲介の手続を実施する「原

子力損害賠償紛争解決センター」等を原子力発電所立地地域に近く、これら

施設の機能が最も効果的に発揮される本市への設置についてお願いします。 
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５ 避難住民に対する行政サービスの提供に係る国の財政支援措置について 

 

  原子力発電所事故に係る避難住民に対する行政サービスの提供にあたっ

ては、いわゆる原発避難者特例法の規定により、国が必要な財政上の措置を

講ずるものとされていることから、財政措置の手法について速やかに情報提

供いただくとともに、費用負担の不公平が生じないよう、適切な財政支援を

お願いします。 

  また、ゴミ処理や消防等、域内処理とされた事務については、普通交付税

の算定において、人口増等を考慮した補正係数の創設等により措置していた

だきたい。なお、平成 23 年度については、相当の費用を特別交付税におい

て措置していただきたい。 

 

６ 小名浜港周辺地区の一体的な復興について 

 

震災により、小名浜港をはじめ、アクアマリンパークや小名浜港背後地さ

らには漁港区に被害が生じておりますが、これら小名浜港周辺地区の復興は、

本市のみならず、福島県、ひいては日本全体の震災復興のシンボルとなるも

のであります。 

  このことから、これまで国・県・市及び地元企業や民間団体等との連携の

もと、当該地区それぞれに整備を行ってきたところでありますが、今後は、

当該地区を一体的に捉え、いわきをはじめ、日本全体が魅力と活力にあふれ

るよう、国におきましても関係機関等とより一層連携しながら、積極的な施

策展開を図られるようお願いします。 
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７ 土砂災害等への対応について 

  

① 被災した住宅団地の市道等の災害復旧にあたっては、市道等の二次的な

被害を防止するため、宅地部も含めた面的一括災害復旧について採択をお

願いします。 

 ② 土砂災害復旧事業（災害関連緊急急傾斜地崩壊対策事業、災害関連地域

防災がけ崩れ対策事業）や宅地災害復旧事業（大規模盛土造成地滑動崩落

防止事業、小規模住宅地区等改良事業、住宅地区改良事業等）について、

補助率の嵩上げや、道路に市道を追加するなど、採択要件を緩和していた

だきたい。 

 ③ 宅地被害を受けた被災者の多くは住宅も被害を受けているが、被災者生

活再建支援制度など住宅に対する支援はあるものの、液状化を含め宅地に

対する給付型の支援制度は存在しない。このため、被災宅地を被災者自ら

復旧する場合、被災者の負担軽減策を図るため、既存制度の拡充や復旧工

事に要する費用の助成制度の創設をお願いします。 
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８ 災害がれき等への対応について 

  

① 放射性物質に汚染された災害がれき等の処理基準については、国民の理

解を得るための十分な説明を国の責任によりなされる必要があり、特に、

放射性物質の安全基準の根拠などをより具体的に示していただき、放射線

被曝に対する国民の不安を払拭していただきたい。 

   また、放射性物質に汚染された災害がれき等の中間処理や最終処分につ

いては、国自らが責任をもって対応願いたい。 

 ② 一時保管を要する焼却灰等については、国の責任において、最終処分し

ていただくとともに、一時保管に必要な費用については、所要の財政支援

をお願いします。 

 

 

 

 


